
事業を再建する

補助金

【中小企業再建支援補助金】 【中小企業振興資金融資制度の
被災事業者支援枠】

既存の補助制度の
対象となっていない

被災した事業用資産を
復旧する

融資を受けて
設備に使う

利子補給

融資を
受ける

補助率：1／2
上限100万円 小口資金（設備使途）

利子2％分を補助
実質利率0.7％～0.9％

・移転元の撤去費用
・再建先の施設整備費用　など

令和3年3月31日㈬
融資実行分まで制度適用可

申請期限
令和2年1月31日㈮

中小企業被災資産
復旧事業費補助金

被災事業者の再建を支援します

「中小企業被災資産復旧事業費補助金」とは…

～再建支援制度のお知らせ～
　市は、東日本大震災により被害を受けた市内中小企業者の再建を支援するため、施設設備の復旧費に対する補
助制度や市独自の補助制度などを実施しています。

※条件など詳細は、市のホームページをご覧いただくか、お問い合わせください
　 市のホームページ：ホーム > 復興情報 > 被災された事業主の皆様へ > 商工業 >釡石市中小企業被災
資産復旧事業費補助金について

施設設備の取得に要す
る額が100万円以上で
あること

施設設備の修繕に要する額が卸売業、サービ
ス業（宿泊業を除く）、小売業は100万円以
上であること。それ以外の業種は、500万円
以上であること

施設設備を取得する場合 施設設備を修繕する場合

対 象 事 業 者

震災前と同じ業種で事業を再開する被災した中小企業者
※ 医療業（療術業および歯科技工所を除く）、保健衛生、社会保険・社会福祉・介護事
業、学校教育、協同組合、学術・開発研究機関は対象外です
※ 被災資産の復旧経費を対象とした他の補助金の交付決定を受けている人は対象外です

交付対象経費
および補助率 被災した施設設備の復旧費用の１／２

上 限 額

・交付対象経費が１億円以上の場合は2,000万円
・交付対象経費が１億円未満の場合は1,000万円
※ 卸売業、サービス業（宿泊業を除く）、小売業の事業者が施設設備を修繕する場合は
200万円

申 請 期 限 10月31日㈭
そ の 他 被災時の事業用資産の所有について、書類で確認します

問い合わせ　市商業観光課 商業まちづくり係　☎27-8421

　東日本大震災により事業用資産が被災した中小企業者の事業再開を支援するため、施設設備の復旧費に
対して交付する補助金です。なお、この制度は復旧済みの中小企業者も対象となります。

◆保険証は自動的に切り替わりません
◆手続きが遅れると、本来、国保税が課税されない人に納税通知書が届くなどの不都合が生じます
◆ 手続きは、市市民課国保年金係または各地区生活応援センター（釡石地区を除く）で行ってください。別世帯
の人が手続きをする場合は「委任状」が必要です

◆手続きに必要な書類など詳しくはお問い合わせください

軽自動車税の減免・非課税制度があります

国民健康保険のお知らせ
～ 保険証が変わるときは届け出が必要です ～

【軽自動車税の減免制度】

【被災代替車両の非課税制度】

対　　象
必要書類など

共　　通 左記の他、必要なもの
① 身体または精神に障がいがある
人などが使用する軽自動車で、
一定の要件に該当する場合

・軽自動車税減免申請書
・車検証の写し
・ 平成31年度軽自動車税納税通知書
・印鑑
・ マイナンバーカードまたはマイナ
ンバー通知カード
（法人の場合は法人番号を記載）

身体障害者手帳など、運転免許
証の写し

② 社会福祉法人が所有し、直接そ
の本来の事業に用いる車両

定款、事業計画書、運行記録簿
などの写し

③ 車椅子の昇降装置または固定装
置、浴槽などを備えている車両

車検証に構造の記載がない場
合、写真など構造の確認ができ
るもの

※必ず納付前に申請してください。納付済みの場合は減免の対象になりません

必要書類など ①非課税申請書（市税務課窓口にあります）　②被災車両の登録事項証明書など
③代替車両の車検証　④印鑑

受 付 場 所 市税務課

　次のいずれかに該当する車両については、申請をすることで平成31年度の軽自動車税が減免になる場合があ
ります。

　国民健康保険（国保）は、病気やケガに備えて加入者がお金（国保税）を出し合い、病院にかかるときの
医療費などに充てる助け合いの制度です。
　職場の健康保険（健康保険組合や共済組合など）に加入している人や後期高齢者医療制度の対象となる
人、生活保護を受けている人以外は、全ての人が国保に加入しなければなりません。
　国保に加入するときや国保をやめるときなど保険証が変わるときは、変更があった日の翌日から14日以
内に必ず市の窓口で手続きをしましょう。

問い合わせ ▶ 国民健康保険の手続きに関すること
　市市民課 国保年金係　☎27-8450

▶国民健康保険税に関すること
　市税務課 市民税係　☎27-8417

　東日本大震災で被災した車両に代わって取得した代替車両は、申請をすることで取得した年度の翌年度の軽自
動車税が非課税となりますので、早めに市税務課で申請手続きをしてください。
　被災自動車など１台につき代替軽自動車など１台が非課税の対象となります。すでに申請済みの場合は対象と
なりません。
※４月１日に取得した車両は、取得年度も非課税になります

◇申請期限　５月30日㈭
◇受付場所　 市税務課（昨年度、減免となった場合は、各地区生活応援センター窓口でも受け付けます）

問い合わせ　市税務課 市民税係　☎27-8417
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